
K̂ 開示すべきセグメント情報 （単位：千円）

区 分 大 学 附属病院 附属学校 小 計 法人共通 合 計

業 務 費 用
業 務 費 137¶303¶665 53¶867¶475 522¶097 191¶693¶238 7¶885¶753 199¶578¶992

教 育 経 費 8¶098¶811 71¶191 31¶162 8¶201¶165 1¶074¶001 9¶275¶167

研 究 経 費 36¶618¶549 3¶154¶668 458 39¶773¶675 745¶516 40¶519¶191

診 療 経 費 ` 28¶283¶047 ` 28¶283¶047 ` 28¶283¶047

教育研究支援経費 3¶825¶639 307¶573 ` 4¶133¶212 ` 4¶133¶212

受 託 研 究 費 22¶716¶545 1¶346¶436 1¶257 24¶064¶239 223¶407 24¶287¶647

受 託 事 業 費 909¶253 101¶467 ` 1¶010¶721 106¶958 1¶117¶680

人 件 費 65¶134¶866 20¶603¶091 489¶219 86¶227¶177 5¶735¶868 91¶963¶045

一 般 管 理 費 2¶899¶056 649¶693 20¶348 3¶569¶098 4¶220¶355 7¶789¶454

財 務 費 用 216¶708 932¶550 ` 1¶149¶258 126¶359 1¶275¶618

雑 損 521¶856 18¶913 115 540¶885 29¶249 570¶135

小 計 140¶941¶287 55¶468¶633 542¶561 196¶952¶482 12¶261¶718 209¶214¶200

業 務 収 益
運営費交付金収益 65¶521¶624 6¶766¶179 470¶896 72¶758¶701 3¶034¶114 75¶792¶815

学生納付金収益 13¶913¶341 ` 45¶614 13¶958¶956 203¶823 14¶162¶779

授 業 料 収 入 11¶631¶254 ` 40¶454 11¶671¶708 ` 11¶671¶708

入 学 料 収 入 2¶018¶048 ` 56 2¶018¶104 564 2¶018¶668

検 定 料 収 入 264¶039 ` 5¶103 269¶142 203¶259 472¶401

附 属 病 院 収 益 ` 44¶114¶251 ` 44¶114¶251 ` 44¶114¶251

受託研究等収益 28¶609¶289 1¶448¶369 998 30¶058¶657 73¶276 30¶131¶934

研 究 関 連 収 入 2¶286¶585 243¶436 ` 2¶530¶021 3¶250¶538 5¶780¶560

４．各セグメントにおける主な帰属資産は以下のとおりであります。 （単位：千円）

区 分 大 学 附属病院 附属学校 小 計 法人共通 合 計

土 地 791¶589¶401 82¶292¶300 13¶075¶657 886¶957¶358 ` 886¶957¶358

建 物 142¶099¶475 38¶814¶200 523¶142 181¶436¶818 18¶171¶391 199¶608¶209

構 築 物 12¶309¶871 588¶093 9¶787 12¶907¶751 ` 12¶907¶751

５．各セグメントにおける減価償却費、損益外減価償却相当額、損益外利息費用相当額、損益外

除売却差額相当額、引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額は以下のとおりであ

ります。 （単位：千円）

区 分 大 学 附属病院 附属学校 小 計 法人共通 合 計

減 価 償 却 費 19¶046¶557 5¶279¶733 13¶370 24¶339¶661 500¶215 24¶839¶877

損益外減価償却相当額 8¶971¶760 240¶671 58¶648 9¶271¶080 1¶710¶919 10¶982¶000

損益外利息費用相当額 177 ` ` 177 ` 177

損益外除売却差額相当額� 488¶969 ` 64¶356� 424¶612 `� 424¶612

引当外賞与増加見積額� 122¶461 27¶594 1¶193� 93¶673 6¶689� 86¶984

引当外退職給付増加見積額� 1¶640¶940 14¶697 3¶533� 1¶622¶709 336¶236� 1¶286¶472

６．附属病院セグメントにおいて、特定プロジェクト等に充当される運営費交付金1¶744¶432千円

を繰越しております。

受託事業等収益 972¶981 104¶800 ` 1¶077¶782 283¶097 1¶360¶880

寄 附 金 収 益 4¶530¶511 2¶091¶653 318 6¶622¶483 200¶711 6¶823¶195

施 設 費 収 益 88¶705 7¶232 ` 95¶937 124¶748 220¶686

補 助 金 等 収 益 13¶804¶384 2¶175¶084 ` 15¶979¶468 859¶157 16¶838¶625

財 務 収 益 23 11 ` 34 410¶636 410¶671

雑 益 2¶547¶059 502¶175 1¶283 3¶050¶519 1¶745¶999 4¶796¶518

資産見返負債戻入 11¶408¶381 1¶671¶949 13¶111 13¶093¶442 305¶621 13¶399¶063

小 計 143¶682¶890 59¶125¶143 532¶223 203¶340¶257 10¶491¶726 213¶831¶983

業 務 損 益 2¶741¶603 3¶656¶509� 10¶338 6¶387¶774� 1¶769¶991 4¶617¶782

帰 属 資 産 1¶064¶943¶159140¶538¶820 14¶153¶100 1¶219¶635¶080165¶449¶002 1¶385¶084¶082

平
成

™
œ
年

˜
—
月

�
日
月
曜
日

(
号
外
第

™
˜
Ÿ
号
)

官
報

（注１） 支給人員数は、報酬又は給与は年間平均支給人員数で算出、退職給付は年間支給人員数

で算出しております。

（注２） 役員に対する報酬等の支給基準は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第

95号）及び人事院規則を参考に、当法人役員給与規則を定めております。

（注３） 教職員に対する給与の支給基準は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第

95号）及び人事院規則を参考に、当法人教職員給与規則を定めております。

（注４） 退職手当の支給基準は、国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）を参考に、当

法人教職員退職手当支給規則を定めております。

（注５） 人件費の定義は、基本的に「ガイドライン」によることとしております。上表でいう常

勤の教職員とは、ガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用

職員」から受託研究費等により雇用する者を除いた教職員のことであり、非常勤の教職員

とは、常勤の教職員、受託研究費等により雇用する者及び「ガイドライン」における「派

遣会社に支払う費用」以外の教職員のことであります。

（注６） 承継職員等に係る支給額は、上段（ ）に内数として記載しております。

（注７） 上記には、賞与引当金繰入額208¶720千円、退職給付引当金繰入額56¶544千円、法定福利

費9¶496¶577千円は含めておりません。

セグメントの区分方法
１．本学の業務に応じてセグメントを大学、附属病院及び附属学校に区分し、各セグメントに配
賦しない業務損益及び資産は「法人共通」に計上しております。
２．業務費用のうち、「法人共通」（12¶261¶718千円）は配賦しなかった費用及び配賦不能の費用で
あり、その主な内容は本部の人件費及び一般管理費で、それぞれ5¶735¶868千円、4¶220¶355千円
であります。
３．帰属資産のうち、「法人共通」（165¶449¶002千円）は各セグメントに配賦しなかった資産であり、
その主な内容は本部の建物、建設仮勘定、投資有価証券、関係会社株式、有価証券、預金であ
りそれぞれ18¶171¶391千円、697¶113千円、22¶822¶143千円、129¶625千円、18¶301¶122千円、
99¶962¶261千円であります。
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